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かつてコミュニティは、地 縁や血 縁に基づく「共同体」を意味していた。村落 共同体や宗 教団体 、地 域サークルなどに見られるように、そこでは
人々が生活や価値観を共有し、経済活動よりも相互扶助や信頼関係が重視されていた。

しかし、産業化と都市化の進展に伴い、このような地 縁型のコミュニティは弱体化していった。消費者と企業の関係は「取引」を中心とした一方
向的なものへと変 化し、大量生産・大量消費の時代において、コミュニティはマーケティング上の優先度を失っていった。

ところが、インターネットとSNSの普及は、再びコミュニティに光を当てた。地 縁や血 縁を超えた「興味関心型コミュニティ」が爆発的に拡 大し
顧客は商品を購入するだけでなく、同じ製品やサービスを利用する仲間との関係性を求めるようになった。

現代においてコミュニティが再び注目される背景には、いくつかの要因がある。第一に、技術革新のスピードが加速したことで、製品の機能的な
差別化が短期間で模倣されるようになった点である。特にSaaS業界では「どのツールも似ている」と言われるように、企業は価格競争に陥りや
すい状況にある。

第二に、顧客 獲得コスト（C AC）の高騰である。広告市場は飽 和し、クリック単価は上昇を続けており、結果としてC ACは年々増加している。こ
れにより、新規顧客の獲得よりも既存顧客の維持、すなわちリテンションがより重視されるようになった。

第三に、顧客体験（C X）重視の潮流である。単なる購入ではなく、NP S（ネット・プロモーター・スコア）やLT V（顧客生涯 価 値）といった指標で
測定される「体験価値」が競争力の源 泉となりつつある。コミュニティはまさに顧客体験の延長として機能し、企業に新たな価値を提供する。

最後に、デジタルプラットフォームの普及も重要な要因である。デジタルプラットフォームの登場により、低コストで大規模なコミュニティ運営が
可能になった。これにより、企業はコミュニティを戦略的資産として活用できる環境を得たのである。

学術研究の観点からも、コミュニティの価値は裏づけられている。Muniz & O’ Guinn（2001）はブランドコミュニティを「ブランドを中心に
形成される社会的関係」と定義し、その持続的な効果を実証した。

また、Barney（1991）が提示した RBV（Resource-Based View）の VRIO フレームワークは、コミュニティを「価値があり、希少で、模倣が困
難で活用可能な資源」として位置づけることを可能にした。さらに Putnam（2000）の社会資本論は「信頼・規範・ネットワーク」が社会効率
を高め経済的成果と直結することを示している。これらの研究は、コミュニティが単なる付随要素ではなく、経営資源であることを強調している。

現代企業は複 数の課 題に直面している。広告 ROI の低下を招く獲 得コストの増大、短 期間で消滅する機能的差別化、容 易に顧客が 離れてし
まうロイヤルティ低下、そして情報過多によって顧客が正しい選択をしにくくなるという問題である。

これらの課題に対して、コミュニティは強 力な解決力を持つ。具体的には、リファラル効果によって低 C AC で新 規 顧客を獲得でき、文化や歴
史、ユーザー生成コンテンツ（UGC）によって模倣困難な差別化を実現できる。さらに、心理的結束や仲間意識を醸成することでロイヤルティ
を強化し、ピアレビューやナレッジ共有を通じて顧客の情報探索を助けることが可能になる。

すでにいくつかの企業はコミュニティの力を経営戦 略に活用している。大手 CRM ベンダーはユーザーコミュニティを通じて顧客 教育とロイヤ
ルティ強化を両立させ、大手ソフトウェア企業のクリエイター向け作品共 有プラットフォームはユーザーコミュニティを通じてクリエイター同士
のインスピレーション循環を実現している。さらに大手ゲームメーカーは、実況や二次 創作文化を通じて IP の価値を世代を超えて強化している。
これらの事例は、コミュニティが単なるファンづくりを超え、経営戦略を変革する要素であることを示している。

以上の議論から明らかなように、コミュニティは「産業社会で軽視 → デジタル時代に再評価」という歴史的変遷を経てきた。そして、現代企
業が直面する C AC の高騰、差別化の困難、ロイヤルティの低下といった課題に対し、コミュニティは極めて有効な解決策を提供する。さらに
RBV やブランドコミュニティ研究、社会資本論といった理論的基盤によってその価値は裏づけられている。

もはやコミュニティは周辺的なマーケティング施策ではなく、経営戦略の中核資産として位置づけられるべき存在なのである。



第1章：模倣困難性の理論的基盤 ― Resource-Based 
View（RBV）
1.1 RBV（リソース・ベースド・ビュー）の基本概念

1.2 模倣困難性の要因 ― 因果あいまい性

1.3 模倣困難性の3つの典型要因

1.4 実務における模倣困難性 ― 事例

1.5 コミュニティにおける模倣困難性の意義

リソース・ベースド・ビュー（RBV）は、1980年代から90年代にかけて発展した企業戦略論の主要な理論である。その根底にある考え方は「企業
は保 有する資 源と能力の組み合わせによって競争 優 位を確立する」というものである。従 来の競争戦略論、たとえばポーターのファイブフォー
ス分析が外部環境に焦点を当てていたのに対し、RBVは企業内部の強みを起点とする点に特 徴がある。

B a r n e y（1 9 9 1）が 提 示したV R I Oフレームワークは R B V を 代 表する 枠 組 みである。資 源 が 持 続 的 競 争 優 位（ S u s t a i n a b l e  C o m p e t i t i v e 
Advantage ,  SC A）を生むためには、第一に価値があり（Valuable）、第二に希少であり（Rare）、第三に模倣困難であり（Inimitable）、第四
に組 織的に活用可能である（Or ganize d）という条 件を満たす必 要がある。このうち特に「模倣困難 性 」は、短 期的な差別化に終わらず、長 期
的な優 位を保証する鍵となる。価格や機能による優 位はすぐに失われるが、模倣が困難な資源は企業の持続的な強みとなる。

模倣困難性を説明する概 念として、Re e d & DeF i l l ipp i（1990）は「因果あいまい性（c aus al  ambigui t y）」を提唱した。これは、成果がなぜ
生じているのか、その因果関係を外部者が正確に理解できない状態を指す。

たとえば、ある企業の製品が 市場で成 功していても、その理由がブランド力にあるのか、営業力にあるのか、あるいは組 織 文化にあるのかを外
部から特定するのは難しい。この曖昧さがある限り、競合は正しく模倣できず、優 位性は持続する。

コミュニティはまさに因果あいまい性の象徴である。なぜそのコミュニティが活発なのかを外部 者が分析しても、実際には初期メンバーの関与
度合いや過去のイベントの積み重ね、メンバー間の信頼関係、暗黙のルールや規 範、さらにはユーザー生成コンテンツの質といった要素が複 雑
に絡み合っている。こうした多様な要因は単独では説明できず、相互作用によって成果が生まれているため、表面的にイベントを模倣したりSNS
グループを立ち上げたりしても、同じ結果を再現することはできない。

Reed & DeFi l l ippiは、模倣困難性を生む要因を三つに整理している。第一に「経路依存性（path dependence）」である。成果は過去の選択
と積み重ねの結果として生まれるため、時間を巻き戻すことはできない。コミュニティの歴史や経 験は「一度きり」のものであり、競合が同じ道
筋を再現することはできない。

第二に「社 会的複 雑 性（so cia l  comple x i t y）」である。人間関係や文化 、信頼関係は複 雑に絡み合っており、外部から人 工的に再 構築するこ
とはほぼ不可能である。コミュニティに特有のユーモアや共通体験を模倣したとしても、それは表面的なものにとどまり、同じ意味や価値を持つ
ことはない。

第三に「因果あいまい性（caus al  ambigui t y）」である。成功要因が外部からは見えにくいため、模倣を試みても同じ成果にはつながらない。
たとえば、あるユーザーがなぜ熱心に参加しているのかは、経済的な動機、仲間意識、承認欲求など複 数の要素が関係しており、単純に再 現す
ることはできない。

模倣困難性は理論上の概念にとどまらず、実務においても明確に観察できる。

大手I T企業は 製品デザインやユーザー体験の差別化だけでなく、ユーザー同士の共鳴を通じて強 力なファンコミュニティを形成している。競合
がこれを模倣しようとしても、長年築いてきた美学や文化、ブランド神話を短期間で再現することは不可能である。

大手玩 具メーカーでは、独自の共創型プラットフォームを展開し、ユーザーが 新しい製品アイデアを投 稿し、一定の支持を得ると製品化が検 討
される仕 組みを持つ。この仕 組みにより、コミュニティは単なる消費者 集団から共同クリエイター集団へと進化した。他社も同様の仕 組みを導
入したが、大手玩具メーカーの長年の歴史とUGCの質の高さを再現することはできなかった。

大手 CR Mベンダーは独自のユーザーコミュニティを通じて、ユーザー教育、ネットワーキング、自己実現の場を提 供している。このエコシステム
は 20年以 上にわたる歴史を持ち、イベント、オンラインフォーラム、学習プラットフォームが相互に作用しているため、競合が同じものを作り出
すのは容易ではない。

コミュニティが模倣困難であることは、企業にとって多くの意義を持つ。まず、価 格競争から脱 却できる点である。コミュニティが 存 在すること
で、単純な価 格比 較では測れない付加価 値が生まれる。次に、ロイヤルティの強化である。顧客は 製品やサービスそのものだけでなく、他のメ
ンバーとの関係性によって離 脱しにくくなる。さらに、差別化の持続 性という観点でも重要である。技術や機能の優 位は短命だが、コミュニティ
は長 期的に優 位を保証する。そして最後に、コミュニティはネットワーク効果とスイッチングコストを伴い、競合から顧客を守る「堀（moat）」
として機能する。



1.6 本章のまとめ
本章では、RBVに基づく競争優 位論の枠組みと、模倣困難性が持続的優 位を左右する鍵であることを確認した。因果あいまい性、経路依存性、
社会的複雑性といった要因によって、コミュニティは模倣が困難な資産となる。大手企業の事例が示すように、コミュニティは単なる顧客接点で
はなく、再現不可能な戦略的リソースである。企業はコミュニティを、商品や機能を超える競争 優 位の基盤として位置づける必要がある。



第2章：コミュニティが模倣困難となる4つの要素
2.1 歴史性（Path Dependence）

2.2 社会的複雑性（Social Complexity）

2.3 文化・規範・象徴

2.4 ユーザー生成コンテンツ（UGC）

経 路依存性とは、組 織や制度が過去の選択に縛られ 、その延長 線 上で発展していくという考え方である。コミュニティにおいてもこの性質は強
く作用する。初期のメンバーが果たした役割や、最初のイベントで形成された雰囲気は、その後の文化や規範を方向づける。

Muniz  & O’Guinn（20 01）の研究によれば、ブランドコミュニティでは初期に共有されたストーリーがその後の帰属意識を規定することが示
されている。大手バイクメーカーのオーナーズクラブはその典型で、長年の歴 史を通じて形成された伝 統や象 徴 が、今なお強固なブランド忠誠
心を生み出している。

実務事例として、大手 玩 具メーカーは 19 90年代に経営危 機を経 験したが、その時期を支えたファン主導の展示 会やユーザーグループが今日の
独自共創プラットフォームへとつながり、コミュニティが事業の再生を牽引した。また大手スポーツブランドは、初期から積み重ねたランニング
イベントやストーリーテリングがコミュニティ文化を強化し、単なる製品以上の価値を提供している。

示唆として、歴史は短 期的に模倣できない。企業はコミュニティ設 計の初期段階から「将来の物語」を意識し、歴史を資産化する視点を持つこ
とが求められる。

社会的複雑性とは、人間関係や文化、信頼といった複雑な相互作用に基づく資産が模倣困難であることを指す。これはRBVにおける重要な要素
の一つである。

Putnam（20 0 0）の研究は、信頼や互酬性、ソーシャルキャピタルがコミュニティの忠誠 心に強く影 響することを示している。こうした要素は定
量化しにくく、表面的にネットワークを模倣しても同じ効果は得られない。

実務においては、大手 CR Mベンダー の 独自ユーザーコミュニティが好 例である。単なる学習プラットフォームを超え、ユーザー同士が互いに
無 償で知識を共 有する「相互扶助の文化 」が根付いている。また、某ソフトウェア開発プラットフォームでは開発 者同士のコラボレーションが
ツール利用を超えて「文化」となり、オープンソースの象徴的コミュニティを形成している。加えて、某開発者向けQ& Aサイトも開発者が相互に
助け合う文化を育み、単なるQ& Aサイトではなく、信頼と規範に基づく知識基盤として発展してきた。

これらの事例が示すのは、コミュニティの価 値は「人間関係の深さ」にこそ宿るという点である。企業は会員 数の拡 大を追うよりも、相互作用を
深める仕組みを重視すべきである。

文化や規 範は、見えにくいが 強 力な制 御メカニズムとして機能する。時間の経 過とともに独自の言葉 遣いや儀 礼 、象 徴が生まれ 、メンバーを結
びつける役割を果たす。

Schau et a l .（2009）の研究によれば、ブランドコミュニティにおいて「共有された儀 礼」「ストーリーテリング」「象徴の利用」が結束を強化す
る。

事例としては、大手バイクメーカーが象徴的である。彼らの強みはバイクそのものにとどまらず、「ライダー文化」「ツーリング儀 礼」「シンボル」
としてのロゴがブランド価 値を支えている。同様に、大手飲料メーカーはスポーツイベントや独自の象徴的言語を通じて「ブランド部族 」とも呼
ばれる文化を作り出した。競合が類似 飲料を投 入しても、文化の再 現には至らなかった。さらに、大手コーヒーチェーンも「サードプレイス」と
いう文化的コンセプトと象徴的な店舗体験を育て、単なるコーヒーチェーンを超える存在感を持つようになった。

文化や象徴はコミュニティの心臓部である。それを無理にコピーすれば「偽物感 」が生じ、逆効果になりかねない。企業は文化を作ろうとするの
ではなく、自然に育まれる文化を支援する姿勢を持つ必要がある。

U GCは、顧客が自主的に生み出すコンテンツを指す。公式コンテンツ以 上の信 頼性や共 感 性を持ち、購買 意 欲や参加意 欲を高める。自然発 生
的に生まれるがゆえに模倣が難しい資産である。

研究によれば、UGCは購買行動を刺激するだけでなく、コミュニティ参加を促す役割も果たす。さらに、熱意や共 感、ストーリーテリングといっ
た質的要素がロイヤルティを強化する。

実務の事例として、某 動画共 有プラットフォームはクリエイターによるUGCがプラットフォームそのものを成長させ、競合との差別化要因となっ
た。また、大手ソフトウェア企業の独自プラットフォームはクリエイターが作品を共 有し合い、その作品群が 新 規ユーザーを呼び込む循環を生
んでいる。加えて、某 SNSプラットフォームはUGCの拡散性を武器にグローバルで急 成長を遂げ、ユーザーによるトレンド創出が競争 優 位を築
いている。

UGCは企業が直接「作る」ことはできない。重要なのは、UGCが自然に生まれる土壌を提供し、創造を支援する姿勢に徹することである。



2.5 総合的考察

2.6 本章のまとめ

歴史性、社会的複雑性、文化・規範・象徴、UGC ― この4つの要素は相互に補完し合い、模倣困難性を強化する。長い歴史が文化を育み、文化
がUGCを促進し、UGCが社会的複雑性を深める。この循環は年を経るごとに強化され、企業が後から模倣することを極めて難しくする。

コミュニティが模倣困難となる理由は、歴史性、社会的複 雑性、文化・規 範・象徴、そしてUGCにある。これらは一見すると模倣可能に見えても
その本質は短期間のコピーでは再現できない。各企業の実例が示す通り、強固なコミュニティは競合から守る「堀」として機能する。

企業はコミュニティをK PIで測る際に人数や投稿数に偏重するのではなく、こうした模倣困難性をいかに育てるかに注力する必要がある。



第3章：学術研究のレビュー
3.1 ブランドコミュニティ研究

3.3 IT企業における競争優位研究

3.4 社会資本論とネットワーク理論

3.2 ロイヤルティ研究

ブランドコミュニティ研究の礎を築いたのが、Muniz & O’Guinn（2001 ,  Journal  o f  Consumer Research）である。彼らはブランドを中心に
形成されるコミュニティを「共有された意識」「儀 礼と伝統」「道徳的責任」という三つの要素で定義した。メンバーは「自分たちは特別なグルー
プに属している」という認識を持ち、イベントやストーリーを通じて文化を継 承し、新しい参加者を迎え入れる責任感を共有する。この三つの要
素はいずれも模倣困難であり、とりわけ「共有された意識」は長期的な交流からのみ形成されるため、外部企業が言葉や形を真似ても同じ価 値
は生まれない。

Schau e t  a l .（20 09）はさらに、ブランドコミュニティを「実践の集合」として捉えた。メンバーによる情報共有や物語の再解 釈、象徴の利用と
いった行為が、結束を強める要素であることを明らかにした。この視点は、ユーザー生成コンテンツ（UGC）や日常的な交流が、コミュニティを
模倣困難にする核であることを示している。

これらの研究は、顧客が単なる消費者にとどまらず、文化や価値観を担う存在であることを明らかにしている。

近年の研究も、コミュニティが競争 優 位の形成に不可欠であることを裏づけている。Front ier s in Psycholog y（202 2）では、IT企業が持続的
な競争 優 位を築くには「模倣困難な組 織能力」が必要であるとされ、その具体的要因として組 織文化、ナレッジ共有システム、コミュニティ主導
のイノベーションが挙げられている。

オープンソース・ソフトウェアはその代表例である。オープンソースプロジェクトは、分 散型でありながら強固な文化とネットワークを持つコミュ
ニティによって支えられている。競合 他社が同じレベルの協働体制を構築しようとしても、この独自の文化とネットワークを模倣することは難し
い。

Putnam（20 0 0）は社会資本を「信頼・規 範・ネットワーク」の組み合わせと定義し、社会全 体の効率性を高める要因とした。企業にとってコミ
ュニティは、こうした社会資本を築くプラットフォームとして機能する。

また、Gr anove t te r（197 3）の「弱い紐帯の強さ」理論もコミュニティの価 値を補強する。親密な関係である強い紐帯は信 頼を支え、知人レベ
ルの弱い紐帯は新しい情 報を運び込む。この二層構 造があるからこそ、コミュニティはイノベーションや情 報 拡散に強みを発揮し、模倣が困難
な仕組みとなる。

ロイヤルティの形成におけるコミュニティの役割を理 解するうえで重要なのが、O liver（1999）のロイヤルティ4 段階モデルである。彼は、顧客
ロイヤルティは「認知的 → 感情的 → 意志的 → 行動的」というプロセスを経て進化すると提唱した。

このモデルに照らすと、コミュニティは特に「感 情的ロイヤルティ」と「意 志的ロイヤルティ」を強化する効果を持つ。顧客は 製品理 解を超えて
感 情的なつながりを育み、さらに仲間意識を通じて「裏切らない意 志 」を形成する。そしてこの意 志が、最 終的に継 続 購買や推 奨という行動へ
とつながっていく。

Kel ler（1993）のブランド・エクイティ理論もまた、ブランド価 値を「認 知 → 意味付け → 感 情 → 絆」という階層構造で捉え、コミュニティを
その最上位「絆」の形成基盤として位置づけている。

これらの知見は、コミュニティが心理的・感情的な資産を育み、ブランド価値を長期的に高める役割を果たすことを示している。

• 認知的ロイヤルティ：製品やサービスの優位性を知識として理解する段階。例：価格やスペックを比較して「この製品は良い」と判断する。
• 感 情的ロイヤルティ：体験や交流を通じて「好き」という感情が芽生える段階。例：使っていて楽しい、仲間と共有する喜びがある。
• 意志的ロイヤルティ：仲間やブランドを裏切らないという意志が強まる段階。例：多少の不便があっても他社に乗り換えない。
• 行動的ロイヤルティ：継 続購買や推奨といった行動に結びつく段階。例：リピート購入や口コミによる推薦。



3.5 総合的考察
以上の学術的レビューを総合すると、以下のような結論に至る。

これらの知見は、コミュニティが「模倣困難な資産」であることを多角的に証明している。

• ブランドコミュニティ研究は、コミュニティが文化的・象徴的資産を生み出すことを明らかにした。
• ロイヤルティ研究は、コミュニティが心理的・感情的な絆を育むことを裏づけた。
• IT企業研究は、コミュニティが組織能力の一部として競争優位に寄与することを実証した。
• 社会資本論とネットワーク理論は、コミュニティが社会的資本と情報流通の源泉となることを示した。

3.6 本章のまとめ
学術研究は、コミュニティの価値を理論的に裏づける。ブランドコミュニティ論、ロイヤルティ理論、IT 競争 優 位研究、社会資本論は互いに補完
関係を持ち、コミュニティが企業にとって戦略的資産であることを明確に示している。企業は顧客基盤の延長としてではなく、経営戦略の中核と
してコミュニティを位置づけるべきである。



第4章：実務モデル ― コミュニティ・フライホイール
4.1 フライホイール概念の理論的背景

コミュニティへの応用

フライホイールの起源

近年、このフライホイールの考え方はコミュニティ運営にも応用されている。McK insey（202 2）は、コミュニティも初期段階では企業が大きな
労力を投 入しなければならないが、一度ユーザー生成コンテンツ（UGC）と関係性の循環が動き出せば、低コストで持 続的に成長し続ける仕 組
みとなることを指摘した。つまり、コミュニティは最初の起 動に大きな投資が必要だが、軌 道に乗れば自己強化的に発展していくエコシステムに
なるという考え方である。

フライホイールという概念は、もともと機械工学における物理的装置に由来している。大きな円盤を回転させる際には最初に大きなエネルギーを
必要とするが、一度回り始めると慣性の力によって、少ないエネルギーで回転を持続できる。この仕組みをビジネスに応用したのが大手EC/クラウ
ドサービス企業の成長戦略であり、少しずつ推進力を加えていくことで、やがて自走的な成長が始まるというモデルとして世界的に注目された。

4.2 コミュニティ・フライホイールの4段階

4.3 フライホイールの模倣困難性

4.4 KPIと測定方法

コミュニティ・フライホイールは、大きく四つの段階を循環しながら成長を遂げる。第一の段階は「UGCの創出」である。企業はイベントやキャ
ンペーンを通じて最初の投稿やレビューを促し、初期の火種をつくり出す。この時点では積極的な支援やインセンティブが欠かせない。

第二の段階は「新 規参加者の流 入 」である。蓄積されたUGCがSNSや口コミを通じて拡散され 、それをきっかけに新しいユーザーがコミュニテ
ィに引き寄せられる。某 動画共有プラットフォームのアルゴリズムによる関連 動画の表示など、プラットフォームの仕 組みがこの循環を加速する
役割を果たす。

第三の段階は「信頼と関係性の構築」である。新しく参加したユーザーは既存メンバーとの交流を通じて学び、支援を受け、次第に帰属意識を育
んでいく。大手CR Mベンダーの独自ユーザーコミュニティにおいて、先輩ユーザーが 新 規ユーザーを支援する仕 組みは、この段階を象徴するも
のである。

第四の段階は「さらなるUGCの創出」である。コミュニティに信頼 感を持ったユーザーは自ら新しいコンテンツを生み出し、それがまた他者の創
作意欲を刺激する。大手ソフトウェア企業の独自プラットフォームでの作品共有が新たなクリエイターを生み出す好循環は、その典型例である。

この四つの段階が連続的に循環することで、コミュニティは加速度的に成長し、自己強化型の成長エンジンとして機能する。

フライホイールは一度機能し始めると競合 が容 易に模倣できないという特 性を持つ。その理由のひとつは「因果あいまい性 」である。外部から
は、なぜそのコミュニティが成 功しているのかが明確に見えないため、競合が表面的なイベントや仕 組みを模倣しても成果を再 現することは難
しい。

また「歴史性」も重要な要因である。大手IT企業のファンコミュニティのように、数十年にわたる文化の蓄積が存在する場合、新規参入者が同じ
基盤を持つことはできない。

さらに「社 会的複 雑 性 」も大きな壁となる。メンバー間の関係性や文化は複 雑に絡み合っており、単なる技術的模倣では再 現できない。ゲーム
メーカーファンに根付いた実況文化や、某ソフトウェア開発プラットフォームの開発者文化は、まさにその典型例である。

コミュニティ・フライホイールの成 果を測 定するには、包括的な指 標 が 求められる。C M X（ 2024）が 提唱するSPACE Sフレームワークは、その
代 表 的な枠 組みである。具体 的には、顧 客サポートの 代 替度を示す「Su p p o r t 」、製品改善 への寄与を示す「P r o d u c t 」、新 規 顧 客 獲 得の度
合いを示す「A cqu i s i t i o n」、U G Cの量と質を評 価する「Co nt e nt 」、メンバーの関与度を測る「E ng ag e m e nt 」、そして成 功 体 験を把 握する 
 　「Success」という六つの視点で構成される。

さらに、フライホイール特有の指標として「投 稿から次の投 稿までの平均誘 発時間」や「新規参加者がUGCを生み出す転換率」、そして「コミュ
ニティの自己持 続 度指数（S el f - sus t a inab i l i t y  Inde x）」が挙げられる。これらの指標を組み合わせることで、フライホイールの回転 速 度と持
続性を定量的に把握できる。



4.5 事例研究

4.6 フライホイール設計の実践ポイント

4.7 今後の展望

4.8 本章のまとめ

具体的な事例を見れば、フライホイールの有効 性は一層明らかになる。大手 CR Mベンダーの独自ユーザーコミュニティは、全世界で1 , 0 0 0万人
以 上が 参加し、新 規ユーザーの7 割以 上がコミュニティを通じて学習している。ランク制度を導入することで、参加者が「先生 」として役 割を担
い、循環が強化されている。

大手ソフトウェア企業の独自プラットフォームにおいては毎日数百万件の作品が閲覧され、生成 AIの導入により、作品投稿から反応、そして次の
創作へとつながる循環が加速している。

大手玩具メーカーの共創プラットフォームは、ファンが 投 稿したアイデアが1万票を獲 得すると製品化が検 討される仕 組みを導入しており、すで
に10 0以 上の製品がファン主導で誕 生している。競合もこの仕 組みを模倣しようとしたが、大手玩具メーカーが築いてきた文化的土壌を再 現す
ることはできなかった。

また、大手ゲームメーカーのファンコミュニティは 20年以 上にわたり「実況 文化 」や「ファンアート」が自然発生的に形成され 、SN Sを通じて広
がってきた。このような文化は偶然と時間の積み重ねによって育まれたものであり、模倣は極めて難しい。

フライホイールを実際に設 計する際には、いくつかの原 則が鍵となる。まず重要なのは、最初の小さな火種に集中することである。特に最初の
10 0人 規模の熱心なユーザーを巻き込み、熱量を生み出すことが初動の成否を決める。さらに、ユーザーが生み出したコンテンツを積極的に取
り上げ、公式に共有することによって、参加者は承認感を得て、次の活動へとつながる。

加えて、コミュニティが存在する意義をストーリーとして示すことも欠かせない。明確な物語は参加者に共感と帰属意識を与える。参加のハード
ルを下げる工夫も重要で、閲覧専用のユーザーでも気軽に関われる環境を整えることで、潜在的な投稿者を育成することができる。そして、オン
ラインだけでなくオフラインのイベントを組み合わせることで、信頼関係は一層強化され、UGCの新たな源 泉が生まれる。

今後のコミュニティ・フライホイールには、AIの発展や参加者層の変 化が大きな影 響を与えるだろう。生 成 AIはUGCの創出を容 易にする一方で
自然発生性を損なうリスクを伴う。そのため、AI支援とオーガニックな創作活動のバランスをいかに設計するかが課題となる。

また、Z世代の参加様 式にも注目が必 要である。彼らは「共創」と「自己 表現 」を重視し、短 尺 動画やミームといった形式を好む。これらを活用
することで、フライホイールの循環は従来以上に加速する可能性がある。

さらに、フライホイールはB2CだけでなくB2B領域にも適 用可能である。大手CR Mベンダーのように教育プログラム、UGC、認 定制度を組み合
わせることで、顧客の成功をコミュニティ主導で推進する新たな成長戦略が実現されている。

本章では、コミュニティ・フライホイールがどのように成長を生み出すかを確認した。その仕 組みは「UGCの創出、新規参加者の流 入、信頼と関
係性の構築、さらなるUGCの創出」という四段階の循環に基づいている。また、この仕 組みは因果あいまい性や歴史性、社 会的複 雑 性によって
模倣が困難である。

さらに、SPACE Sフレームワークや自己持続度指数といった指標を用いることで、フライホイールの回転速度や持続性を定量的に評価できる。各
企業の事例は、フライホイールが競争 優 位の源 泉となり得ることを示している。企業がこのモデルを正しく設 計し、運営することは、持続的な成
長を実現するうえで極めて重要である。



第5章：競争優位のメカニズムとしてのコミュニティ
5.1 競争優位の基礎理論とコミュニティの位置づけ

5.2 ロイヤルティ効果

5.3 トランザクションからリレーションシップへ

5.4 「モート（堀）」としてのコミュニティ

ネットワーク効果とスイッチングコスト

実証研究と事例

関係性マーケティングとの接続

コミュニティによるモート形成

実務事例

競争優位の源泉

ロイヤルティの定義

双方向の関係性

モートの概念

コミュニティが競争 優 位を生む仕組みのひとつはネットワーク効果にある。メンバー数が増えれば増えるほど、そのコミュニティの価値は高まり
さらに新 規参加者を引き込む力が 強まる。また、コミュニティに参加することで知識や人間関係といった資 産が 蓄積されるため、他社へ移 行す
ることが心理的にも実務的にも難しくなる。こうしたネットワーク効果とスイッチングコストの組み合わせが、強固な「モート（堀）」を形成し、
企業の長期的優 位性を保証する。

Mc Alexanderら（2002）の研究では、自動車ブランドのオーナーズクラブにおいて、コミュニティ参加が顧客満足度や推奨意向を高めることが
示された。また、Keller（2013）はブランド・エクイティの最上位概念である「絆（resonance）」がコミュニティ体験を通じて形成されることを
明らかにしている。実務においても、大手コーヒーチェーンのロイヤルティプログラムは単なるポイント制度を超え、ユーザー同士が文化を共有
する場として機能し、結果として再訪率が向上した。さらに大手スポーツブランドのランニングアプリは、ランニングデータの共 有を通じてコミ
ュニティを形成し、シューズ購買の増加につなげている。

Morgan & Hunt（1994）が 提唱したように、信頼とコミットメントは関係性マーケティングの基盤である。コミュニティは、顧客間での信頼関
係を醸 成し、その結果として企業へのコミットメントを強化する。たとえば大手CR Mベンダーの独自ユーザーコミュニティでは、ユーザー同士の
「師弟関係 」が形成され、製品利用が深化する。大手ソフトウェア企業の独自ユーザーコミュニティにおいても、ユーザー間のコラボレーション
によって、製品単体では生み出せない価値が創出されている。

コミュニティはさまざまな形でモートを形成する。まず、仲間や人間関係を失う恐れが心 理的スイッチングコストとなり、顧客が 離 脱しにくくな
る。さらに、Q& Aやナレッジの蓄積は知識資産として機能し、移 行すれば学習成果を失うことになる。加えて、ブランドに対する愛着や誇りとい
った感情的結束が「裏切れない心理 」を生み出す。

大手玩具メーカーのファンコミュニティは長年にわたる文化の積み重ねによって強固な堀を築き、競合が同じ熱 狂を生み出すことはできない。
大手IT企業においても、製品そのもの以上に「その企業のユーザーであること」自体がアイデンティティとなり、他社製品への移行を阻む大きな
要因となっている。

マイケル・ポーターは、企業が 競争 優 位を獲 得するための基 本 戦略として「低コスト戦略」と「差別化 戦略」を提示した。しかし、現代のグロー
バル市場においてはコスト削減や機能的差別化は模倣されやすく、優 位性は長く維持できない。そこで注目されるのがRBV（リソース・ベースド
・ビュー）である。この視点では、模倣が困難で持続可能な資源こそが競争 優 位の源 泉であり、コミュニティはまさにその典型として位置づけら
れる。顧客接点を強化し、模倣されにくい価値を蓄積する点で、コミュニティは現代企業にとって戦略的資産となり得る。

顧客ロイヤルティとは、顧客が特定のブランドや企業との関係を継 続し、繰り返し取引を行う傾向を指す。Oliver（1999）のロイヤルティ進化モ
デルでは、認 知から始まり、感 情、意 志、行動へと段階的に深化していく。そのなかでコミュニティは、特に「感 情的ロイヤルティ」と「意 志的ロ
イヤルティ」を強化する役割を担う。

従 来のマーケティングは「販 売者から購入者へ」という一方向的な関係を前提としていた。これに対し、コミュニティは顧客同士のつながりを育
むことで、単なる取引を超えた双方向的な関係性を生み出す。

投 資家ウォーレン・バフェットは「優れた企業は深い堀を持っている」と述べている。ここで言う堀とは、模倣が困難で顧客が他社に移 行しづら
い構造を指し、長期的な利益を保証する基盤となる。



5.5 定量効果の可視化

5.6 総合的考察

5.7 本章のまとめ

コミュニティの効果は定性的な価 値にとどまらず、定量的な成果としても測定可能である。あるS aaS企業の調査では、コミュニティ参加者の解
約率が非 参加者に比べて2 5〜4 0％低いことが 確 認されており、リテンション率の向上が実証されている。また、ブランドコミュニティの参加者
は非 参加者に比べて推奨行動を取る確率が約2倍に達するというデータもある。さらに、リテンションとアップセルの強化により、顧客生涯価値 
（LT V）は大きく向上する。ある大手企業の事例では、コミュニティ参加者の年間経常収益（ARR）が非参加者の1.5〜2倍に及んでいる。

以上の分析から、コミュニティは単なる「ファンサービス」の延長ではなく、戦略的資産としての役割を担うことが明らかである。コミュニティは
ロイヤルティを高め、取引を超えたリレーションシップを育み、模倣困難なモートを形成することで、長期的な競争 優 位をもたらす。実務におい
ては、リテンションやNPS、LT Vといった定量的K PIを活用する一方で、信頼や文化、絆といった定性的要素もあわせて評価することが不可欠で
ある。

本章で述べたように、コミュニティは複数のメカニズムを通じて競争 優 位を強化する。ロイヤルティ効果によって顧客は長期利用や推奨、アップ
セルに結びつき、リレーションシップ 効果によって取引が関係性へと深化する。さらに、ネットワーク効果とスイッチングコストが堀を形成し、顧
客 基 盤を強固に守る。そしてこれらの効果は、リテンション、NP S 、LT Vといった指 標を通じて可視化できる。総じて、コミュニティは模倣困 難
な優 位性を提供し、企業の持続的成長を支える中核的資産であると結論づけられる。



第6章：今後の展望 ― コミュニティが描く未来
6.1 AI × コミュニティマーケティング

6.2 Z世代とデジタルネイティブ・コミュニティ

6.3 サステナビリティとコミュニティ

6.4 コミュニティマネジメント能力の重要性

6.5 総合的考察

6.6 本章のまとめ

近年の生成 AIの登場は、コンテンツ制作のコストを劇的に引き下げ、コミュニティ内での発 信を容易にした。AIは参加者が気 軽にコンテンツを
生み出せる環境を整え、コミュニティ参加のハードルを下げる役割を果たしている。具体的には、投 稿の文章校正や画像生成といったUGC支援
、膨大な投 稿の要約と検 索性向上によるナレッジ整 理、さらには個々のメンバーに適したコンテンツや人間関係を推 薦するパーソナライズなど
が挙げられる。

しかし、AI活用にはリスクも存 在する。生 成コンテンツが増えすぎるとオーガニックな熱量が 薄れ 、自然発生性が 損なわれる可能性がある。ま
た、誤情報やバイアスを含む出力がコミュニティの信頼を揺るがす危険性もあり、AI利用に積極的な層と慎重な層との間で文化的摩擦が生じる
リスクも無視できない。したがって、企業はAIをUGC促進の補助ツールとして活用しつつ、ガイドラインを整備し、人間の創造性を中心に据える
姿勢が求められる。

Z 世代は、生まれながらにインターネットや SNS に親しむ「デジタルネイティブ」として特 徴づけられる。彼らは従来の「所属意識」よりも、「自
己表現 」「共創」「瞬間的なつながり」を重視し、SNS サービスでのリアルタイムかつ双方向的な場を好む傾向がある。

この世代の消費行動は、価 値観の一 致に基づく共 感消費、製品やサービス開発に参加する共創志向、経 験を SNS で共 有するシェア文化に支
えられている。実際、大手スポーツブランドのランニングアプリではランニングデータを共有することでモチベーションが高まり、大手ゲームメー
カーの実況 文化では Z 世代ゲーマーが配信を通じて UGC を生み出している。また大手ソフトウェア企業のクリエイティブサービスは、短 尺動
画やテンプレートを通じて Z 世代の自己表現の場となっている。これらの事例が示すように、企業は長期的に定着するコミュニティだけでなく、
一時的に熱狂が広がるコミュニティを戦略的に組み合わせる必要がある。

コミュニティは単なる顧客 接点を超え、社 会課題 解決の共創基 盤としても機能し始めている。環境問題においては、大手 衣料ブランドが展開
する顧客 参加型の環 境 活動がその象 徴である。地 域活 性化の領域では、自治 体と企業が 共同で地 域コミュニティを運営し、住 民 参加による
価値創出を実現している。また、企業が多様性・公平性・包摂性（DEI）を推進する際にも、コミュニティは重要なプラットフォームとなり得る。

実務的事例としては、大手 衣料ブランドのマッチングプラットフォームは環境団体と顧客を結びつける仕 組みを構築し、大手インテリアブラン
ドの環境支援コミュニティは顧客同士のエコな暮らしの実践を共有する場を提供している。これらの取り組みは、サステナビリティ（持続可能
性）と結びついたコミュニティが企業の信頼性を強化し、ブランドのレピュテーション資産として機能することを示している。

かつてはマーケティングの一 部 機能と見なされていたコミュニティ運営は、いまや独 立した専門領域として認 知されつつある。コミュニティマ
ネージャーはファシリテーター、モデレーター、ストーリーテラーといった役割を担い、心理学、データ分析、文化 理 解、イベント運営などの
幅広いスキルが求められるようになった。

さらに、コミュニティは個人の職 能だけでなく、組 織としての能力によっても支えられる。参加規 範やガイドラインを整 備するガバナンス、エ
ンゲージメントデータを戦略に還元するデータ活用、小規模なコミュニティをグローバル規模に拡張するスケーリングといった組 織的取り組み
が重要である。将 来的には、コミュニティマネジメント能力そのものが企業のコア・コンピタンスとなり、コミュニティマネージャーが 経営幹
部レベルの意思決定を担う可能性すら考えられる。

今後の展望として、いくつかの大きな方向性が浮かび上がる。第一に、AI はコミュニティの効率化を促 進するが、人間的な熱量を失わせない
工 夫が欠かせない。第二に、Z 世代は従 来 型の長 期定住 型コミュニティに加え、瞬 発型・拡散 型コミュニティを志向しており、両者を戦 略的
に活用する必要がある。第三に、サステナビリティと結びついたコミュニティは、企業の社会的信頼資産としての役割を担う。第四に、コミュ
ニティマネジメント能力は今後の企業経営に不可欠なコア資産となり、その育成が競争 優 位の基盤となる。

本章では、AI、Z 世代、サステナビリティ、そしてコミュニティマネジメント能力の四つが、今後のコミュニティ戦 略における重要な焦 点であ
ることを確認した。企業はコミュニティを単なるマーケティング手段ではなく、経営インフラとして捉える必要がある。最終的に、コミュニティ
は未来の競争 優 位を支える基盤であり、企業が持つ最大の無形資産となり得るのである。



終章：まとめ ― コミュニティは持続的競争優位の源泉である
7.1 全章の要点整理

7.2 コミュニティの戦略的意義

7.3 模倣困難性から持続的優位性へ

7.4 今後のアジェンダ

7.5 結論

これまでの議論を振り返ると、コミュニティが 持つ戦略的意義は明確である。第1章ではRBV（リソース・ベースド・ビュー）の観点から、持 続的
競争 優 位が模倣困難な資 源に依存することを確 認し、コミュニティがその条件を満たす存在であることを示した。第2 章では歴史性、社会的複
雑性、文化や規範、そしてUGCという四つの要素が絡み合い、模倣を阻む壁を形成することを整理した。

第3章では、ブランドコミュニティ研究（Muniz & O’Guinn ,  2001）、ロイヤルティ理論（Oliver,  1999）、社会資本論（Putnam, 2000）などの
学術的裏付けを通じて、コミュニティの価値が広く立証されていることを確認した。第4章では、UGCの創出から新規参加、信頼関係の構築、さ
らなるUGCへとつながるフライホイールの循環が、自己強化的な成長エンジンとして機能することを事例とともに解説した。

第5章では、ロイヤルティ効果、リレーションシップ 効果、モート効果といったメカニズムを整理し、それがリテンション率やNP S、LT Vといった
定 量 効果に結びつくことを示した。さらに第6章では、AIの活用、Z世代の登場、サステナビリティの文 脈、そしてコミュニティマネジメント能力
の重要性といった未来展望を提示した。

コミュニティはもはや単なるマーケティング施 策の一 部ではない。本書が明らかにしたのは、コミュニティが企業 経営の基 盤 資 産であり、製品
や技術以上に持続的優 位を保証する存在だという点である。

その運営には組 織能力が不可欠である。文化は自然に育つものではなく、企業が土壌を整え、ガイドラインを設 計し、心理的安全性を確保する
ことで初めて根づく。さらに、ユーザーやパートナー、社 会を巻き込みながらエコシステムを形成することで、コミュニティは企業単独では到達
できない規模と価値を生み出す。

加えて、コミュニティは社会的価値と接続することで、企業の存在意義（Purpose）を強化する。環境問題、教育、地 域社会といった社会課題へ
の貢献は、単なるCSRではなく、競争 優 位と社会的信頼を同時に高める戦略資産としてのコミュニティの姿を浮かび上がらせる。

コミュニティが 競争 優 位を生む理由は三つに集 約される。第一に、歴史性や文化的複 雑 性に根ざす模倣困難 性である。他社が容 易に真似する
ことはできない。第二に、UGCを核とした自己強化的循環である。時間が 経つほど関係性と価 値が 強まり、成長が加速する。第三に、絆や信頼
といった感 情的資産である。これらは数値化しづらいが、企業と顧客を結びつける強固な基 盤となる。こうした性質により、コミュニティは時間
とともに深化し、企業にとっての「競争の堀」として機能する。

未 来を見据えると、いくつかの課題が浮かび上がる。AIの普及によって効率化は進む一方で、オーガニックな熱量をいかに維持するか。Z世代の
価 値観を踏まえた共創型の設 計をどう取り込むか。社会課題と統合したコミュニティ戦略をどのように展開するか。そして、コミュニティマネー
ジャーを専門職として確立し、その地位を高めるとともに、組 織 全 体のマネジメント能力をどう育成していくか。これらは、企業が今後取り組む
べき重要なアジェンダとなる。

結論として、コミュニティは製品や価格を超える差別化要因であり、顧客を単なる消費者から仲間へと転換させ、企業の長期的な競争 優 位を保
証する戦略的資産である。企業はコミュニティを周辺 施策として扱うのではなく、経営インフラとして位置づけるべきである。未 来の勝 者となる
のは「最も優れた製品を持つ企業 」ではなく、「最も強固なコミュニティを築いた企業 」であることを示唆したい。この視 点こそが、本書全 体を
貫く核心である。


